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※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。
※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業において、必要となる事業計画、区画整理、移
転補償、工事調整、積算及び工事監督等の技術的業務を一体的に業務委託することにより、
当該事業の効率的かつ円滑な推進並びに精度の高い品質確保を図るため、平成29年度に引き
続き委託を行うべく係る事業費を措置するもの。
　
【基幹事業との関連性】
　本事業は、基幹事業である閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業に関連する工事統括
マネジメント業務を委託するものである。これにより、事業の進捗を円滑にし、土地区画整
理事業を促進する。

【事業年度】　　　　平成３０年度

【事業申請額】　　　２６１，８１４，０００円
内、平成２７年度分（平成２５年度復興庁繰越分（当初分））１５４，３３９，０００円

【事業概要】
　事業推進に関し必要な資料を収集・整理し、関係機関に対する申請資料や説明資料などを
作成するほか、換地計画・工事計画・移転計画などの業務管理の委託を行う。
　
【委託業務内容】
　１．計画調整関連業務
　２．区画整理関連業務（権利等対応、審議会運営、測量等発注支援）
　３．移転補償関連業務
　４．工事調整業務（設計監理支援業務、関係機関調整補助業務、工事発注支援）
　５．工事監督業務
　
【全体事業費】平成２６年度　　　　　　　　１３８，３００，０００円
　　　　　　　平成２７年度　　　　　　　　２９４，３００，０００円
　　　　　　　平成２８年度　　　　　　　　３０６，８４０，０００円
　　　　　　　平成２９年度　　　　　　　　３１０，４１５，０００円
　　　　　　　平成３０年度　　　　　　　　２６１，８１４，０００円
　　　　　　　平成３１年度　　　　　　　　２０５，２２７，０００円
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　１，５１６，８９６，０００円

全体事業費 　　　１，５１６，８９６，０００円

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類
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(4)　被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 　閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業推進関連支援業務


